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亀山市税条例等の一部を改正する条例新旧対照表（第１条関係） 

改正後 改正前 

（市民税の納税義務者等） （市民税の納税義務者等） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有しない法人

（以下この節において「外国法人」という。）に対するこの節の規定の

適用については、恒久的施設（法人税法第２条第１２号の１８に規

定する恒久的施設をいう。）をもって、            

       その事務所又は事業所とする。 

２ 外国法人                           

                    に対するこの節の規定の

適用については、その事業が行われる場所で地方税法施行令（昭和２

５年政令第２４５号。以下「令」という。）第４６条の４に規定する

場所をもってその事務所又は事業所とする。 

３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあり、かつ、

地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）第

４７条に規定する収益事業を行うもの（当該社団又は財団で収益事業

を廃止したものを含む。第１６条第２項の表の第１号において「人格

のない社団等」という。）又は法人課税信託の引受けを行うものは、

法人とみなして、この節の規定中法人の市民税に関する規定を適用す

る。 

３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあり、かつ、

令                             第

４７条に規定する収益事業を行うもの（当該社団又は財団で収益事業

を廃止したものを含む。第１６条第２項の表の第１号において「人格

のない社団等」という。）又は法人課税信託の引受けを行うものは、

法人とみなして、この節の規定中法人の市民税に関する規定を適用す

る。 

（所得割の課税標準） （所得割の課税標準） 

第１７条  （略） 第１７条  （略） 

２～４  （略）  ２～４  （略）  

５ 法第２３条第１項第１７号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以

下この項及び次項並びに第２３条の２において「特定株式等譲渡所得

５ 法第２３条第１項第１６号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以

下この項及び次項並びに第２３条の２において「特定株式等譲渡所得
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金額」という。）に係る所得を有する者に係る総所得金額は、当該特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額を除外して算定する。 

金額」という。）に係る所得を有する者に係る総所得金額は、当該特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額を除外して算定する。 

６ （略） ６ （略） 

（法人税割の税率） （法人税割の税率） 

第２０条 法人税割の税率は、１００分の９.７ とする。 第２０条 法人税割の税率は、１００分の１２.３とする。 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第４３条 （略） 第４３条 （略） 

２ 法の施行地に本店若しくは主たる事務所若しくは事業所を有する法

人又は外国法人が                     、外

国の法人税等を課された場合においては、法第３２１条の８第２４項

及び令第４８条の１３に規定するところにより、控除すべき額を前項

の規定により申告納付すべき法人税割額から控除する。 

２ 法の施行地に      主たる事務所若しくは事業所を有する法

人又は外国法人が、法の施行地外にその源泉がある所得について、外

国の法人税等を課された場合においては、法第３２１条の８第２４項

及び令第４８条の１３に規定するところにより、控除すべき額を前項

の規定により申告納付すべき法人税割額から控除する。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

５ 法人税法第７４条第１項又は第１４４条の６第１項の規定によって

法人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同法第７５条の２第

１項（同法第１４４条の８において準用する場合を含む。以下この項

及び第４６条第１項において同じ。）の規定の適用を受けているもの

について、同法第７５条の２第７項（同法第１４４条の８において準

用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用がある

場合には、同法第７５条の２第７項の規定の適用に係る当該申告書に

係る法人税額の課税標準の算定期間に限り、当該法人税額を課税標準

として算定した法人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割額につ

５ 法人税法第７４条第１項            の規定によって

法人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同法第７５条の２第

１項（同法第１４５条  において準用する場合を含む。以下この項

及び第４６条第１項において同じ。）の規定の適用を受けているもの

について、同法第７５条の２第７項（同法第１４５条  において準

用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用がある

場合には、同法第７５条の２第７項の規定の適用に係る当該申告書に

係る法人税額の課税標準の算定期間に限り、当該法人税額を課税標準

として算定した法人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割額につ
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いては、当該法人税額について同条第１項の規定の適用がないものと

みなして、第７条の規定を適用することができる。 

いては、当該法人税額について同条第１項の規定の適用がないものと

みなして、第７条の規定を適用することができる。 

６ （略） ６ （略） 

（法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延滞金） （法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延滞金） 

第４６条 法人税法第７４条第１項又は第１４４条の６第１項の規定に

よって法人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同法第７５条

の２第１項の規定の適用を受けているものは、当該申告書に係る法人

税額の課税標準の算定期間でその適用に係るものの所得に対する法人

税額を課税標準として算定した法人税割額及びこれと併せて納付すべ

き均等割額を納付する場合には、当該税額に、当該法人税額の課税標

準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日から同項の規定によ

り延長された当該申告書の提出期限までの期間の日数に応じ、年７.３

パーセントの割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算し

て納付しなければならない。 

第４６条 法人税法第７４条第１項            の規定に

よって法人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同法第７５条

の２第１項の規定の適用を受けているものは、当該申告書に係る法人

税額の課税標準の算定期間でその適用に係るものの所得に対する法人

税額を課税標準として算定した法人税割額及びこれと併せて納付すべ

き均等割額を納付する場合には、当該税額に、当該法人税額の課税標

準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日から同項の規定によ

り延長された当該申告書の提出期限までの期間の日数に応じ、年７.３

パーセントの割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算し

て納付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

第６２条 法第３４８条第２項第１０号から第１０号の９までの固定資

産について同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地につい

ては第１号及び第２号に、家屋については第３号及び第４号に、償却

資産については第５号及び第６号に掲げる事項を記載した申告書を市

長に提出しなければならない。この場合において、当該固定資産が同

項第１０号から第１０号の９までに規定する事業又は施設（以下この

条において「社会福祉事業等」という。）を経営する者の所有に属し

第６２条 法第３４８条第２項第１０号から第１０号の７までの固定資

産について同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地につい

ては第１号及び第２号に、家屋については第３号及び第４号に、償却

資産については第５号及び第６号に掲げる事項を記載した申告書を市

長に提出しなければならない。この場合において、当該固定資産が同

項第１０号から第１０号の７までに規定する事業又は施設（以下この

条において「社会福祉事業等」という。）を経営する者の所有に属し
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ない者である場合においては、当該固定資産を当該社会福祉事業等を

経営する者に無料で使用させていることを証明する書面を添付しなけ

ればならない。 

ない者である場合においては、当該固定資産を当該社会福祉事業等を

経営する者に無料で使用させていることを証明する書面を添付しなけ

ればならない。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくなった固定資産の所有

者がすべき申告） 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくなった固定資産の所有

者がすべき申告） 

第６４条 法第３４８条第２項第３号、第９号から第１０号の９まで、

第１１号の３から第１１号の５まで又は第１２号の固定資産として同

項本文の規定の適用を受けていた固定資産について、当該各号に掲げ

る用途に供しないこととなった場合又は有料で使用させることとなっ

た場合においては、当該固定資産の所有者は、その旨を直ちに市長に

申告しなければならない。 

第６４条 法第３４８条第２項第３号、第９号から第１０号の７まで、

第１１号の３から第１１号の５まで又は第１２号の固定資産として同

項本文の規定の適用を受けていた固定資産について、当該各号に掲げ

る用途に供しないこととなった場合又は有料で使用させることとなっ

た場合においては、当該固定資産の所有者は、その旨を直ちに市長に

申告しなければならない。 

（軽自動車税の税率） （軽自動車税の税率） 

第９１条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し、

１台について、当該各号に定める額とする。 

第９１条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し、

１台について、当該各号に定める額とする。 

（１）原動機付自転車 （１）原動機付自転車 

ア 総排気量が０.０５リットル以下のもの又は定格出力が０.６キ

ロワット以下のもの（エに掲げるものを除く。）年額２,０００円 

ア 総排気量が０.０５リットル以下のもの又は定格出力が０.６キ

ロワット以下のもの（エに掲げるものを除く。）年額１,０００円 

イ ２輪のもので、総排気量が０.０５リットルを超え０.０９リッ

トル以下のもの又は定格出力が０.６キロワットを超え０.８キロ

ワット以下のもの 年額 ２,０００円 

イ ２輪のもので、総排気量が０.０５リットルを超え０.０９リッ

トル以下のもの又は定格出力が０.６キロワットを超え０.８キロ

ワット以下のもの 年額 １,２００円 

ウ ２輪のもので、総排気量が０.０９リットルを超えるもの又は定 ウ ２輪のもので、総排気量が０.０９リットルを超えるもの又は定
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格出力が０.８キロワットを超えるもの 年額 ２,４００円 格出力が０.８キロワットを超えるもの 年額 １,６００円 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を

有するものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が０.５メー

トル以下であるもの及び側面が構造上開放されている車室を備

え、かつ、輪距が０.５メートル以下の３輪のものを除く。）で、

総排気量が０.０２リットルを超えるもの又は定格出力が０.２５

キロワットを超えるもの 年額 ３,７００円 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を

有するものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が０.５メー

トル以下であるもの及び側面が構造上開放されている車室を備

え、かつ、輪距が０.５メートル以下の３輪のものを除く。）で、

総排気量が０.０２リットルを超えるもの又は定格出力が０.２５

キロワットを超えるもの 年額 ２,５００円 

（２）軽自動車及び小型特殊自動車 （２）軽自動車及び小型特殊自動車 

ア 軽自動車 ア 軽自動車 

２輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 ３,６００円 ２輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 ２,４００円 

３輪のもの 年額 ３,９００円 ３輪のもの 年額 ３,１００円 

４輪以上のもの ４輪以上のもの 

乗用のもの 乗用のもの 

営業用 年額 ６,９００円 営業用 年額 ５,５００円 

自家用 年額 １０,８００円 自家用 年額 ７,２００円 

貨物用のもの 貨物用のもの 

営業用 年額 ３,８００円 営業用 年額 ３,０００円 

自家用 年額 ５,０００円 自家用 年額 ４,０００円 

 専ら雪上を走行するもの 年額 ２,４００円 

イ 小型特殊自動車 イ 小型特殊自動車 

農耕作業用のもの 年額 ２,４００円 農耕作業用のもの 年額 １,６００円 
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その他のもの 年額 ５,９００円 その他のもの 年額 ４,７００円 

（３） ２輪の小型自動車 年額 ６,０００円 （３） ２輪の小型自動車 年額 ４,０００円 

附 則 附 則 

（公益法人等に係る市民税の課税の特例） （公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第８条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第６

項から第１０項まで及び第１１項（同条第１２項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）の規定によりみなして適用する

場合を含む。）の規定の適用を受けた同法第４０条第３項に規定する

公益法人等（同条第６項から第１１項までの規定により特定贈与等に

係る公益法人等とみなされる法人を含む。）を同条第３項    に

規定する贈与又は遺贈を行った個人とみなして、令附則第３条の２の

３で定めるところにより、これに同項に規定する財産（同法第４０条

第６項から第１１項まで     の規定により特定贈与等に係る財

産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金額、譲渡所得の金

額又は雑所得の金額に係る市民税の所得割を課する。 

第８条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第６

項から第１０項まで                      

                 の規定によりみなして適用する

場合を含む。）の規定の適用を受けた同法第４０条第３項に規定する

公益法人等（同条第６項から第１０項までの規定により特定贈与等に

係る公益法人等とみなされる法人を含む。）を同法第４０条第３項に

規定する贈与又は遺贈を行った個人とみなして、令附則第３条の２の

３で定めるところにより、これに同項に規定する財産（租税特別措置

法第４０条第６項から第１０項までの規定により特定贈与等に係る財

産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金額、譲渡所得の金

額又は雑所得の金額に係る市民税の所得割を課する。 

 （居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除） 

第１０条から第１２条まで 削除 第１０条 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市民税

に係る譲渡所得の金額の計算上生じた法附則第４条第１項第１号に規

定する居住用財産の譲渡損失の金額（以下この項から第３項までにお

いて「居住用財産の譲渡損失の金額」という。）がある場合には、当

該居住用財産の譲渡損失の金額については、法附則第３４条第４項後

段及び第６項第２号の規定は、適用しない。ただし、当該納税義務者
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が前年前３年内の年において生じた当該居住用財産の譲渡損失の金額

以外の居住用財産の譲渡損失の金額につきこの項の規定の適用を受け

ているときは、この限りでない。 

２ 前項の規定は、当該居住用財産の譲渡損失の金額が生じた年の末日

の属する年度の翌年度分の第２６条第１項又は第３項の規定による申

告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに提出された第２７条第１項の確

定申告書を含む。）に前項の規定の適用を受けようとする旨の記載が

あるとき（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得な

い理由があると市長が認めるときを含む。）に限り、適用する。 

３ 所得割の納税義務者の前年前３年内の年に生じた法附則第４条第１

項第２号に規定する通算後譲渡損失の金額（この項の規定により前年

前において控除されたものを除く。以下この項において「通算後譲渡

損失の金額」という。）は、当該納税義務者が前年１２月３１日にお

いて当該通算後譲渡損失の金額に係る租税特別措置法第４１条の５第

７項第１号に規定する置換資産に係る同項第４号に規定する住宅借入

金等の金額を有する場合において、居住用財産の譲渡損失の金額の生

じた年の末日の属する年度の翌年度の市民税について前項の申告書を

提出した場合であって、その後の年度分の市民税について連続して通

算後譲渡損失の金額の控除に関する事項を記載した第２６条第１項又

は第３項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税

通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出さ

れた第５項第１号の規定により読み替えて適用される同条第４項の規
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定による申告書を含む。以下この項において同じ。）を提出している

ときに限り、法附則第３４条第４項後段の規定にかかわらず、当該納

税義務者の当該連続して提出された申告書に係る年度分の市民税に係

る附則第３２条第１項に規定する長期譲渡所得の金額、附則第３５条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額、総所得金額、退職所得金額又

は山林所得金額の計算上控除する。ただし、当該納税義務者の前年の

合計所得金額が３,０００万円を超える年度分の市民税の所得割につ

いては、この限りでない。 

 ４ 附則第３１条第１項の規定の適用がある場合における前項の規定の

適用については、同項中「総所得金額」とあるのは「総所得金額、附

則第３１条第１項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、「合

計所得金額」とあるのは「合計所得金額（附則第３１条第１項に規定

する土地等に係る事業所得等の金額を有する場合には、当該金額を含

む。）」とし、附則第３２条第１項、第３５条第１項、第３６条第１

項又は第４１条第１項の規定の適用がある場合における前項の規定の

適用については、同項中「合計所得金額」とあるのは「合計所得金額

（附則第３２条第１項に規定する長期譲渡所得の金額、附則第３５条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額、附則第３６条第１項に規定す

る株式等に係る譲渡所得等の金額又は附則第４１条第１項に規定する

先物取引に係る雑所得等金額を有する場合には、これらの金額を含

む。）」とする。 

 ５ 第３項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 
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 （１）第２６条第４項の規定の適用については、同項中「純損失又は

雑損失の金額」とあるのは「純損失若しくは雑損失の金額又は附則

第１０条第３項に規定する通算後譲渡損失の金額」と、「、第１項

の申告書」とあるのは「、第１項の申告書又は同条第３項に規定す

る通算後譲渡損失の金額の控除に関する事項を記載した法施行規則

第５号の４様式（別表）による申告書」とする。 

 （２）第２７条の規定の適用については、同条第１項中「確定申告書

（」とあるのは「確定申告書（租税特別措置法第４１条の５第１２

項第３号の規定により読み替えて適用される所得税法第１２３条第

１項の規定による申告書を含む。」と、「又は第３項から第５項ま

で」とあるのは「、第３項若しくは第４項又は附則第１０条第５項

第１号の規定により読み替えて適用される前条第５項」と、同条第

２項中「又は第３項から第５項まで」とあるのは「、第３項若しく

は第４項又は附則第１０条第５項第１号の規定により読み替えて適

用される前条第５項」とする。 

 （特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除） 

 第１１条 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市民税

に係る譲渡所得の金額の計算上生じた法附則第４条の２第１項第１号

に規定する特定居住用財産の譲渡損失の金額（以下この項から第３項

までにおいて「特定居住用財産の譲渡損失の金額」という。）がある

場合には、当該特定居住用財産の譲渡損失の金額については、法附則

第３４条第４項後段及び第６項第２号の規定は、適用しない。ただし、
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当該納税義務者が前年前３年内の年において生じた当該特定居住用財

産の譲渡損失の金額以外の特定居住用財産の譲渡損失の金額につきこ

の項の規定の適用を受けているときは、この限りでない。 

２ 前項の規定は、当該特定居住用財産の譲渡損失の金額が生じた年の

末日の属する年度の翌年度分の第２６条第１項又は第３項の規定によ

る申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される

時までに提出されたもの及びその時までに提出された第２７条第１項

の確定申告書を含む。）に前項の規定の適用を受けようとする旨の記

載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについてやむを

得ない理由があると市長が認めるときを含む。）に限り、適用する。 

３ 所得割の納税義務者の前年前３年内の年に生じた法附則第４条の２

第１項第２号に規定する通算後譲渡損失の金額（この項の規定により

前年前において控除されたものを除く。以下この項において「通算後

譲渡損失の金額」という。）は、特定居住用財産の譲渡損失の金額の

生じた年の末日の属する年度の翌年度の市民税について前項の申告書

を提出した場合であって、その後の年度分の市民税について連続して

通算後譲渡損失の金額の控除に関する事項を記載した第２６条第１項

又は第３項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納

税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出

された第５項第１号の規定により読み替えて適用される同条第４項の

規定による申告書を含む。以下この項において同じ。）を提出してい

るときに限り、法附則第３４条第４項後段の規定にかかわらず、当該

納税義務者の当該連続して提出された申告書に係る年度分の市民税に
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係る附則第３２条第１項に規定する長期譲渡所得の金額、附則第３５

条第１項に規定する短期譲渡所得の金額、総所得金額、退職所得金額

又は山林所得金額の計算上控除する。ただし、当該納税義務者の前年

の合計所得金額が３,０００万円を超える年度分の市民税の所得割に

ついては、この限りでない。 

４ 附則第３１条第１項の規定の適用がある場合における前項の規定の

適用については、同項中「総所得金額」とあるのは「総所得金額、附

則第３１条第１項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、「合

計所得金額」とあるのは「合計所得金額（附則第３１条第１項に規定

する土地等に係る事業所得等の金額を有する場合には、当該金額を含

む。）」とし、附則第３２条第１項、第３５条第１項、第３６条第１

項又は第４１条第１項の規定の適用がある場合における前項の規定の

適用については、同項中「合計所得金額」とあるのは「合計所得金額

（附則第３２条第１項に規定する長期譲渡所得の金額、附則第３５条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額、附則第３６条第１項に規定す

る株式等に係る譲渡所得等の金額又は附則第４１条第１項に規定する

先物取引に係る雑所得等金額を有する場合には、これらの金額を含

む。）」とする。 

５ 第３項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

（１）第２６条第４項の規定の適用については、同項中「純損失又は

雑損失の金額」とあるのは「純損失若しくは雑損失の金額又は附則

第１１条第３項に規定する通算後譲渡損失の金額」と、「第１項の
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申告書」とあるのは「第１項の申告書又は同条第３項に規定する通

算後譲渡損失の金額の控除に関する事項を記載した法施行規則第５

号の４様式（別表）による申告書」とする。 

 （２）第２７条の規定の適用については、同条第１項中「確定申告書

（」とあるのは「確定申告書（租税特別措置法第４１条の５の２第

１２項第３号の規定により読み替えて適用される所得税法第１２３

条第１項の規定による申告書を含む。」と、「第４項まで」とある

のは「第３項まで又は附則第１１条第５項第１号の規定により読み

替えて適用される前条第４項」と、同条第２項中「第４項まで」と

あるのは「第３項まで又は附則第１１条第５項第１号の規定により

読み替えて適用される前条第４項」とする。 

 （阪神・淡路大震災に係る雑損控除額等の特例） 

 第１２条 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の３第４項

に規定する阪神・淡路大震災により受けた損失の金額については、平

成６年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する損失

の金額として、この条例の規定を適用することができる。この場合に

おいて、第１８条の規定により控除された金額に係る当該阪神・淡路

大震災により受けた損失の金額は、その者の平成８年度分以後の年度

分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、平成７年におい

て生じなかったものとみなす。 

 ２ 前項前段の場合において、第１８条の規定により控除された金額に

係る阪神・淡路大震災により受けた損失の金額のうちに、同項の規定
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の適用を受けた者と生計を一にする令第４８条の６第１項に規定する

親族に係る前項に規定する損失の金額があるときは、当該損失の金額

は、当該親族の平成８年度以後の年度分の市民税に係るこの条例の規

定の適用については、平成７年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、平成７年度分の第２６条第１項又は第４項の規定

による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達さ

れる時までに提出されたもの及びその時までに提出された第２７条第

１項の確定申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする

旨の記載がある場合（これらの申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると市長が認める場合を含む。）に限り、適用

する。 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） （寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第１４条の３ 第２２条の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義

務者が、法第３１４条の７第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合

に該当する場合又は第１９条第２項に規定する課税総所得金額、課税

退職所得金額及び課税山林所得金額を有しない場合であって、当該納

税義務者の前年中の所得について、附則第３０条の２第１項、附則第

３１条第１項、附則第３２条第１項、附則第３５条第１項、附則第３

６条第１項又は附則第３７条第１項の規定の適用を受けるときは、第

２２条第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法

附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した金額と

第１４条の３ 第２２条の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義

務者が、法第３１４条の７第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合

に該当する場合又は第１９条第２項に規定する課税総所得金額、課税

退職所得金額及び課税山林所得金額を有しない場合であって、当該納

税義務者の前年中の所得について、附則第３０条の２第１項、附則第

３１条第１項、附則第３２条第１項、附則第３５条第１項、附則第３

６条第１項又は附則第４１条第１項の規定の適用を受けるときは、第

２２条第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法

附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した金額と
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する。 する。 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第１５条 昭和５７年度から平成３０年度までの各年度分の個人の市民

税に限り、法附則第６条第４項に規定する場合において、第２６条第

１項の規定による申告書（その提出期限後において、市民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出され

た第２７条第１項の確定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用

牛の売却に係る租税特別措置法第２５条第１項に規定する事業所得の

明細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記載がな

いことについて、やむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。

次項において同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を

免除する。 

第１５条 昭和５７年度から平成２７年度までの各年度分の個人の市民

税に限り、法附則第６条第４項に規定する場合において、第２６条第

１項の規定による申告書（その提出期限後において、市民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出され

た第２７条第１項の確定申告書を含む。次項において同じ。）に肉用

牛の売却に係る租税特別措置法第２５条第１項に規定する事業所得の

明細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその記載がな

いことについて、やむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。

次項において同じ。）は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を

免除する。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第６号等の条例で定める割合） 

第１７条の２ 法附則第１５条第２項第１号に規定する条例で定める割

合は、３分の１とする。 

第１７条の２  

２ 法附則第１５条第２項第２号に規定する条例で定める割合は、２分

の１とする。 

 

３ 法附則第１５条第２項第３号に規定する条例で定める割合は、２分

の１とする。 

 

４ 法附則第１５条第２項第６号に規定する条例で定める割合は、４分

の３とする。 

① 法附則第１５条第２項第６号に規定する条例で定める割合は、４分

の３とする。 
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５ 法附則第１５条第８項に規定する条例で定める割合は、３分の２と

する。 

２ 法附則第１５条第９項に規定する条例で定める割合は、３分の２と

する。 

６ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３ 法附則第１５条第３７項に規定する条例で定める割合は、３分の２

とする。 

７ 法附則第１５条第３７項に規定する条例で定める割合は、３分の２

とする。 

 

８ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、４分の３    

とする。 

 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 

第１８条 （略） 第１８条 （略） 

２～８ （略）  ２～８ （略）  

９ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震

改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第１１項に規定する補助に係る補助金確定通知

書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 

１２３号）第７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び

当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第２４項に規定する基準を満

たすことを証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１）納税義務者の住所及び氏名又は名称 

（２）家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
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（３）家屋の建築年月日及び登記年月日 

（４）耐震改修が完了した年月日 

（５）施行規則附則第７条第１１項に規定する補助の算定の基礎となった

当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

（６）耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場

合には、３月以内に提出することができなかった理由 

（軽自動車税の税率の特例）  

第２９条の２ 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に

対する当該軽自動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規

定による車両番号の指定を受けた月から起算して１４年を経過した月

の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第９１条の規定の適用

については、当分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

第９１条第２号ア ３，９００円 ４，６００円 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

３，８００円 ４，５００円 

５，０００円  ６，０００円 
 

 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例） 
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第３３条 昭和６３年度から平成２９年度までの各年度分の個人の市民

税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡

所得の基因となる土地等（租税特別措置法第３１条第１項に規定する

土地等をいう。以下この条において同じ。）の譲渡（同項に規定する

譲渡をいう。以下この条において同じ。）をした場合において、当該

譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第４項に規定

する優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける前

条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を

除く。以下この条において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対

して課する市民税の所得割の額は、同項の規定にかかわらず、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額に相当する額とす

る。 

第３３条 昭和６３年度から平成２６年度までの各年度分の個人の市民

税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡

所得の基因となる土地等（租税特別措置法第３１条第１項に規定する

土地等をいう。以下この条において同じ。）の譲渡（同項に規定する

譲渡をいう。以下この条において同じ。）をした場合において、当該

譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第４項に規定

する優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける前

条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を

除く。以下この条において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対

して課する市民税の所得割の額は、同項の規定にかかわらず、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額に相当する額とす

る。 

（１）課税長期譲渡所得金額が２,０００万円以下である場合 当該課税

長期譲渡所得金額の１００分の２.４に相当する金額 

（１）課税長期譲渡所得金額が２,０００万円以下である場合 当該課税

長期譲渡所得金額の１００分の２.４に相当する金額 

（２）課税長期譲渡所得金額が２,０００万円を超える場合 次に掲げる

金額の合計額 

（２）課税長期譲渡所得金額が２,０００万円を超える場合 次に掲げる

金額の合計額 

ア ４８万円 ア ４８万円 

イ 当該課税長期譲渡所得金額から２,０００万円を控除した金額

の１００分の３に相当する金額 

イ 当該課税長期譲渡所得金額から２,０００万円を控除した金額

の１００分の３に相当する金額 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から平成２９年度までの各年度分の個

人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定

する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲

２ 前項の規定は、昭和６３年度から平成２６年度までの各年度分の個

人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定

する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲
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渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第５

項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この

項において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割に

ついて準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２

第９項の規定に該当することとなる場合においては、当該譲渡は確定

優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第５

項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この

項において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割に

ついて準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２

第９項の規定に該当することとなる場合においては、当該譲渡は確定

優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ （略） ３ （略） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） （一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第３６条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第

３７条の１０第１項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等を有する

場合には、当該一般株式等に係る譲渡所得等については、第１７条第

１項及び第２項並びに第１９条の規定にかかわらず、他の所得と区分

し、前年中の当該一般株式等に係る譲渡所得等の金額として令附則第

１８条第５項に定めるところにより計算した金額（以下この項におい

て「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、一般株

式等に係る課税譲渡所得等の金額（一般株式等に係る譲渡所得等の金

額（次項第１号 の規定により読み替えて適用される第１８条の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００分の

３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

第３６条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第

３７条の１０第１項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等を有する

場合には、当該一般株式等に係る譲渡所得等については、第１７条及

び第１９条         の規定にかかわらず、他の所得と区分

し、前年中の当該一般株式等に係る譲渡所得等の金額として令附則第

１８条第５項に定めるところにより計算した金額（以下この項におい

て「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、一般株

式等に係る課税譲渡所得等の金額（一般株式等に係る譲渡所得等の金

額（次項第１号 の規定により読み替えて適用される第１８条の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００分の

３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ （略） ２ （略） 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） （上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 
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第３６条の２ （略） 第３６条の２ （略） 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用がある場合について準用す

る。この場合において、同条第２項中「附則第３６条第１項」とある

のは「附則第３６条の２第１項」と、「一般株式等に係る譲渡所得等

の金額」とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「第

３７条の１０第１項」とあるのは「第３７条の１１第１項     

                      」と読み替えるもの

とする。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用がある場合について準用す

る。この場合において、同条第２項中「附則第３６条第１項」とある

のは「附則第３６条の２第１項」と、「一般株式等に係る譲渡所得等

の金額」とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「租

税特別措置法」    とあるのは「租税特別措置法第３７条の１１

第６項の規定により読み替えて準用される同法」と読み替えるものと

する。 

（非課税口座内上場株式等の譲渡に係る市民税の所得計算の特例） （非課税口座内上場株式等の譲渡に係る市民税の所得計算の特例） 

第３７条 （略） 

２ 租税特別措置法第３７条の１４第４項各号に掲げる事由により、非

課税口座からの非課税口座内上場株式等の一部又は全部の払出し（振

替によるものを含む。以下この項において同じ。）があった場合には、

当該払出しがあった非課税口座内上場株式等については、その事由が

生じた時に、令附則第１８条の６の２第２項で定める金額（以下この

項において「払出し時の金額」という。）により非課税上場株式等管

理契約に基づく譲渡があったものと、同法第３７条の１４第４項第１

号に掲げる移管、返還又は廃止による非課税口座内上場株式等の払出

しがあった非課税口座を開設し、又は開設していた市民税の所得割の

納税義務者については、当該移管、返還又は廃止による払出しがあっ

た時に、その払出し時の金額をもって当該移管、返還又は廃止による

払出しがあった非課税口座内上場株式等の数に相当する数の当該非課

第３７条 （略） 

２ 租税特別措置法第３７条の１４第４項各号に掲げる事由により、非

課税口座からの非課税口座内上場株式等の一部又は全部の払出し（振

替によるものを含む。以下この項において同じ。）があった場合には、

当該払出しがあった非課税口座内上場株式等については、その事由が

生じた時に、令附則第１８条の６の２第２項で定める金額（以下この

項において「払出し時の金額」という。）により非課税上場株式等管

理契約に基づく譲渡があったものと、同法第３７条の１４第４項第１

号に掲げる移管、返還又は廃止による非課税口座内上場株式等の払出

しがあった非課税口座を開設し、又は開設していた市民税の所得割の

納税義務者については、当該移管、返還又は廃止による払出しがあっ

た時に、その払出し時の金額をもって当該移管、返還又は廃止による

払出しがあった非課税口座内上場株式等の数に相当する数の当該非課
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税口座内上場株式等と同一銘柄の株式等 

の取得をしたものと、同項第２号に掲げる贈与又は

相続若しくは遺贈により払出しがあった非課税口座内上場株式等を取

得した市民税の所得割の納税義務者については、当該贈与又は相続若

しくは遺贈の時に、その払出し時の金額をもって当該非課税口座内上

場株式等と同一銘柄の株式等を取得したものとそれぞれみなして、前

項及び附則第３６条の規定その他のこの条例の規定を適用する。 

税口座内上場株式等と同一銘柄の同法第３７条の１１の３第２項に規

定する上場株式等の取得をしたものと  

 それぞれみなして、前 

項及び附則第３６条の規定その他のこの条例の規定を適用する。 

（旧民法第３４条の法人から移行した法人等に係る固定資産税の特例

の適用を受けようとする者がすべき申告） 

（旧民法第３４条の法人から移行した法人等に係る固定資産税の特例

の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第４３条 第６１条の規定は、法第３４８条第２項第９号、第９号の２

又は第１２号の固定資産について法附則第４１条第３項の規定の適用

を受けようとする一般社団法人又は一般財団法人について準用する。

この場合において、第６１条中「公益社団法人若しくは公益財団法人」

とあるのは、「法附則第４１条第３項に規定する一般社団法人若しくは

一般財団法人」と読み替えるものとする。 

第４３条 平成２１年度分から平成２５年度分までの固定資産税に係る

第６１条の規定の適用については、同条中「公益社団法人若しくは公

益財団法人」とあるのは、「公益社団法人若しくは公益財団法人（法

附則第４１条第３項の規定により公益社団法人又は公益財団法人とみ

なされる法人を含む。）」とする。 

２ 第６１条の規定は、法附則第４１条第１１項第１号から第５号まで

に掲げる固定資産について同項本文の規定の適用を受けようとする者

について準用する。この場合において、第６１条中「公益社団法人若

しくは公益財団法人」とあるのは、「法附則第４１条第１１項に規定

する移行一般社団法人等」と読み替えるものとする。 

第４３条の２ 法附則第４１条第９項各号 に掲げる固定資産について

同項の規定の適用を受けようとする者は、次に掲げる書類を市長に提

第４３条の２ 法附則第４１条第１５項各号に掲げる固定資産について

同項の規定の適用を受けようとする者は、次に掲げる書類を市長に提
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出しなければならない。 出しなければならない。 

（１）当該固定資産を事業の用に供する者が法附則第４１条第９項 に規

定する特定移行一般社団法人等（以下この条において「特定移行一般

社団法人等」という。）に該当することを明らかにする書類 

（１）当該固定資産を事業の用に供する者が法附則第４１条第１５項に規

定する特定移行一般社団法人等（以下この条において「特定移行一般

社団法人等」という。）に該当することを明らかにする書類 

（２）次に掲げる事項を記載した書類 （２）次に掲げる事項を記載した書類 

ア 法附則第４１条第９項 の規定の適用を受けようとする土地の

所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

ア 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする土地の

所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

イ 法附則第４１条第９項 の規定の適用を受けようとする家屋の

所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

イ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする家屋の

所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

ウ 法附則第４１条第９項 の規定の適用を受けようとする償却資

産の所在、種類及び数量並びにその用途 

ウ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする償却資

産の所在、種類及び数量並びにその用途 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 

（東日本大震災に係る雑損控除額等の特例） 

第４４条 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４２条第３項に

規定する特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）

がある場合には、特例損失金額（同条第３項に規定する災害関連支出

がある場合には、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに支

出したものに限る。以下この項及び次項において「損失対象金額」と

いう。）について、平成２２年において生じた法第３１４条の２第１

項第１号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用するこ

とができる。この場合において、第１８条の規定により控除された金

額に係る当該損失対象金額は、その者の平成２４年度以後の年度分で
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当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税

に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額が生じた

年において生じなかったものとみなす。 

 ２ 前項前段の場合において、第１８条の規定により控除された金額に

係る損失対象金額のうちに、同項の規定の適用を受けた者と生計を一

にする令第４８条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４２条

第３項に規定する資産について受けた損失の金額（以下この項におい

て「親族資産損失額」という。）があるときは、当該親族資産損失額

は、当該親族の平成２４年度以後の年度分の市民税に係るこの条例の

規定の適用については、当該親族資産損失額が生じた年において生じ

なかったものとみなす。 

 ３ 第１項の規定は、平成２３年度分の第２６条第１項又は第３項の規

定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達

される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第２７条

第１項の確定申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受けようとす

る旨の記載がある場合（これらの申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認める場合を含む。）に限り、適

用する。 

 （東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長等

の特例） 

 第４４条の２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが

東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地
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震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。次項におい

て同じ。）により滅失（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律

の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号。以下この条及び

次条において「震災特例法」という。）第１１条の６第１項に規定す

る滅失をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたことによ

ってその居住の用に供することができなくなった所得割の納税義務者

が、当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供されていた土地等（同条

第１項に規定する土地等をいう。次項において同じ。）の譲渡（震災

特例法第１１条の４第６項に規定する譲渡をいう。次項において同

じ。）をした場合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句として、附則第３２条、

附則第３３条、附則第３４条又は附則第３５条の規定を適用する。 

 附則第３２条

第１項 

第３５条第１項 第３５条第１項（東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律

の臨時特例に関する法律（平成

２３年法律第２９号）第１１条

の６第１項の規定により適用さ

れる場合を含む。） 

同法第３１条第１

項 

租税特別措置法第３１条第１項 

附則第３３条

第３項 

第３５条の２まで、

第３６条の２、第 

３６条の５ 

第３４条の３まで、第３５条（東

日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する 
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法律第１１条の６第１項の規定 

により適用される場合を含

む。）、第３５条の２、第３６

条の２若しくは第３６条の５

（これらの規定が東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律

の臨時特例に関する法律第１１

条の６第１項の規定により適用

される場合を含む。） 

附則第３４条

第１項 

租税特別措置法第

３１条の３第１項 

東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関す

る法律第１１条の６第１項の規

定により適用される租税特別措

置法第３１条の３第１項 

第３５条第１

項 

第３５条第１項 第３５条第１項（東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律

の臨時特例に関する法律第１１

条の６第１項の規定により適用

される場合を含む。） 

同法第３２条第１

項 

租税特別措置法第３２条第１項 

 

 ２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震
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災により滅失をしたことによってその居住の用に供することができな

くなった所得割の納税義務者（以下この項において「被相続人」とい

う。）の相続人（震災特例法第１１条の６第２項に規定する相続人を

いう。以下この項において同じ。）が、当該滅失をした旧家屋（同条

第２項に規定する旧家屋をいう。以下この項において同じ。）の敷地

の用に供されていた土地等の譲渡をした場合（当該譲渡の時までの期

間当該土地等を当該相続人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供し

ていない場合に限る。）における当該土地等（当該土地等のうちにそ

の居住の用に供することができなくなった時の直前において旧家屋に

居住していた者以外の者が所有していた部分があるときは、当該土地

等のうち当該部分以外の部分に係るものに限る。以下この項において

同じ。）の譲渡については、当該相続人は、当該旧家屋を当該被相続

人がその取得をした日として令附則第２７条の２第４項で定める日か

ら引き続き所有していたものと、当該直前において当該旧家屋の敷地

の用に供されていた土地等を所有していたものとそれぞれみなして、

前項の規定により読み替えられた附則第３２条、附則第３３条、附則

第３４条又は附則第３５条の規定を適用する。 

 ３ 前２項の規定は、これらの規定の適用を受けようとする年度分の第

２６条第１項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の

納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提

出された第２７条第１項の確定申告書を含む。）に、これらの規定の

適用を受けようとする旨の記載があるとき（これらの申告書にその記

載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを



 

 

26 

含む。）に限り、適用する。 

 （東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間等の特

例） 

 第４５条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例法第 

１３条第１項の規定の適用を受けた場合における附則第１４条の２及

び附則第１４条の２の２の規定の適用については、附則第１４条の２

第１項中「租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２」とあるの

は「震災特例法第１３条第１項の規定により読み替えて適用される租

税特別措置法第４１条又は同項の規定により適用される租税特別措置

法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の４第６項」とあるのは「法

附則第４５条第３項の規定により読み替えて適用される法附則第５条

の４第６項」と、附則第１４条の２の２第１項中「租税特別措置法第

４１条又は第４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１３条第１項の規定に

より読み替えて適用される租税特別措置法第４１条又は同項の規定に

より適用される租税特別措置法第４１条の２の２」と、「法附則第５

条の４の２第５項」とあるのは「法附則第４５条第３項の規定により

読み替えて適用される法附則第５条の４の２第５項」と、同条第２項

第２号中「租税特別措置法第４１条の２の２」とあるのは「東日本大

震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１３条

第１項の規定により適用される租税特別措置法第４１条の２の２」と

する。 
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 ２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例法第１３条第

３項若しくは第４項又は第１３条の２第１項から第５項までの規定の

適用を受けた場合における附則第１４条の２及び第１４条の２の２の

規定の適用については、附則第１４条の２第１項中「法附則第５条の

４第６項」とあるのは「法附則第４５条第４項の規定により読み替え

て適用される法附則第５条の４第６項」と、附則第１４条の２の２第

１項中「法附則第５条の４の２第５項」とあるのは「法附則第４５条

第４項の規定により読み替えて適用される法附則第５条の４の２第５

項」とする。 

（個人の市民税の税率の特例等） （個人の市民税の税率の特例等） 

第４４条 （略） 第４６条 （略） 
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亀山市税条例等の一部を改正する条例新旧対照表（第２条関係） 

改正後 改正前 

（略） （略） 

附則第４２条の３を次のように改める。 附則第４２条の３を次のように改める。 

第４２条の３ 削除 第４２条の３ 削除 

附則第４３条の２中「附則第４１条第９項各号」を「附則第４１条第８

項各号」に改め、同条第１号及び第２号中「附則第４１条第９項」を「附

則第４１条第８項」に改める。 

 

   附 則    附 則 

第１条 この条例は、平成２８年１０月１日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

第１条 この条例は、平成２８年１０月１日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） （略） （１） （略） 

（２）附則第１４条の３、第３０条の２、第３６条から第４２条まで及

び第４２条の３の改正規定並びに次条第３項の規定 平成２９年１

月１日 

（２）附則第１４条の３、第３０条の２及び第３６条から第４２条の３ま

で      の改正規定並びに次条第３項の規定 平成２９年１

月１日 
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亀山市都市計画税条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（法附則第１５条第３４項の条例で定める割合） （法附則第１５条第３７項の条例で定める割合） 

４ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、３分の２

とする。 

４ 法附則第１５条第３７項に規定する条例で定める割合は、３分の２

とする。 

１３ 法附則第１５条第１項、第１１項、第１５項から第２２項まで、

第２４項、第２６項、第３０項、第３４項、第３５項若しくは第４０

項、第１５条の２第２項又は第１５条の３の規定の適用がある各年度

分の都市計画税に限り、第２条第２項中「又は第２８項」とあるのは

「若しくは第２８項又は法附則第１５条から第１５条の３まで」とす

る。 

１３ 法附則第１５条第１項、第１２項、第１６項から第２４項まで、

第２６項、第２７項、第２９項、第３３項、第３７項若しくは第３８

項、第１５条の２第２項又は第１５条の３の規定の適用がある各年度

分の都市計画税に限り、第２条第２項中「又は第２８項」とあるのは

「若しくは第２８項又は法附則第１５条から第１５条の３まで」とす

る。 



 

 

30 

亀山市総合保健福祉センター条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（使用料） 

第９条 使用者は、別表第１に定める使用料を前納しなければならない。

ただし、市長が特に必要があると認めたときは、納期を別に定める。 

（使用料） 

第９条 使用者は、別表  に定める使用料を前納しなければならない。

ただし、市長が特に必要があると認めたときは、納期を別に定める。 

（浴場の使用料等）  

第１０条 前条の規定にかかわらず、別表第２に定める料金により回数券

及びパスポート券を販売して浴場の使用料を徴収することができる。た

だし、パスポート券の交付については、市内に住所を有する者に限る。 

２ 回数券を利用する場合は、１枚につき１回に限り、浴場を使用できる

ものとする。 

３ パスポート券は、発行の日から有効期限までに限り、浴場を使用でき

るものとする。 

４ パスポート券の利用に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

（使用料の減免） （使用料の減免） 

第１１条 市長は、特に必要があると認めたときは、使用料を減額し、

又は免除することができる。 

第１０条 市長は、特に必要があると認めたときは、使用料を減額し、

又は免除することができる。 

（使用料の還付） （使用料の還付） 

第１２条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が必要があると

認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

第１１条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が必要があると

認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（特別の設備等） （特別の設備等） 
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第１３条 使用者は、施設の使用に関し特別の設備をし、又は施設に変

更を加え、若しくは備付け以外の器具を持ち込んで使用しようとする

ときは、市長の許可を受けなければならない。 

第１２条 使用者は、施設の使用に関し特別の設備をし、又は施設に変

更を加え、若しくは備付け以外の器具を持ち込んで使用しようとする

ときは、市長の許可を受けなければならない。 

（原状回復の義務） （原状回復の義務） 

第１４条 使用者は、施設の使用が終了したとき、又は第８条第１項の

規定により使用の許可を取り消され、若しくは使用の中止を命ぜられ

たときは、直ちに原状に回復しなければならない。 

第１３条 使用者は、施設の使用が終了したとき、又は第８条第１項の

規定により使用の許可を取り消され、若しくは使用の中止を命ぜられ

たときは、直ちに原状に回復しなければならない。 

（損害賠償の義務） （損害賠償の義務） 

第１５条 施設を損傷し、又は滅失した者は、その損害を賠償しなけれ

ばならない。ただし、市長がやむを得ない事由があると認めたときは、

この限りでない。 

第１４条 施設を損傷し、又は滅失した者は、その損害を賠償しなけれ

ばならない。ただし、市長がやむを得ない事由があると認めたときは、

この限りでない。 

（入館の制限） （入館の制限） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、セン

ターへの入館を拒み、又は退館を命ずることができる。 

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、セン

ターへの入館を拒み、又は退館を命ずることができる。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（委任） （委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

別表第１（第９条関係） 

１及び２ （略） 

３ 浴場の使用料 

区分 単位 使用料 

１２歳未満 １人１回につき １００円 

別表  （第９条関係） 

１及び２ （略） 

３ 浴場の使用料 

区分 単位 使用料 

一般 １人１回につき １５０円 
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一般 １人１回につき ３００円 

６５歳以上 １人１回につき ２００円 

 

 

 

 ４ （略） 

高齢者 １人１回につき １００円 

子供 １人１回につき ５０円 

 備考 

  １ 「高齢者」とは、６５歳以上の者をいう。 

  ２ 「子供」とは、１２歳未満の者をいう。 

 ４ （略） 

別表第２（第１０条関係） 

 回数券及びパスポート券の料金 

区分 料金 

１２歳未満 

回数券（１１枚つづり） １，０００円 

３月間パスポート券 ２，０００円 

６月間パスポート券 ４，０００円 

一般 

回数券（１１枚つづり） ３，０００円 

３月間パスポート券 ６，０００円 

６月間パスポート券 １２，０００円 

６５歳以上 

回数券（１１枚つづり） ２，０００円 

３月間パスポート券 ４，０００円 

６月間パスポート券 ８，０００円 
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亀山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表第２（第２２条関係） 別表第２（第２２条関係） 

種類 区分 手数料の額 

（略） 

その他の一

般廃棄物 

事業活動によって

生じた一般廃棄物 

搬入量１０キログラムにつき１６０

円。ただし  

 、当該搬入量が１

０キログラム未満のときは１０キロ

グラムとし、１０キログラムを超え１

０キログラム未満の端数があるとき

はその端数を四捨五入する。 

（略） 

種類 区分 手数料の額 

（略） 

その他の一

般廃棄物 

事業活動によって

生じた一般廃棄物 

搬入量１０キログラムにつき（１０キ

ログラム未満の端数があるときは、そ

の端数を四捨五入し、当該搬入量が１

０キログラム未満のときは、１０キロ

グラムと  

する。） １

００円 

（略） 

備考 一般廃棄物処理業者が搬入するときは、事業活動によって生じ

た一般廃棄物の手数料を適用する。 

備考 一般廃棄物処理業者が搬入するときは、事業活動によって生じ

た一般廃棄物の手数料を適用する。 

別表第３（第２５条関係） 別表第３（第２５条関係） 

産業廃棄物の処理に要する費用 

搬入量１０キログラムにつき３７０円。ただし、当該搬入量が１０キログ

ラム未満のときは１０キログラムとし、１０キログラムを超え１０キログ

ラム未満の端数があるときはその端数を四捨五入する。 

産業廃棄物の処理に要する費用 

搬入量１０キログラムにつき３００円。ただし、１０キログラム未満の端

数があるとき、又は１０キログラム未満のときは、それぞれ１０キログラ

ムとみなす。 
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亀山市斎場条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第６条関係） 別表（第６条関係） 

施設 区分 単位 使用料 備考 

市内 市外 

（略） 

焼却 

施設 

小動物 収骨あり １匹 ８，６４０円 ３０,８５０円  

収骨なし １匹 ４，３２０円 

身体の一部、胞衣

等（１０キログラ

ムまで） 

１件 ４，３２０円 ― １０キログ

ラムを超え

る量が５キ

ログラムま

でごとに

２，１６０

円 

施設 区分 単位 使用料 備考 

市内 市外 

（略） 

焼却 

施設 

小動物 １匹 ３,０８０円 ３０,８５０円 １０キログ

ラムを超え

る量が５キ

ログラムま

でごとに

１,０２０

円 

身体の一部、胞衣

等（１０キログラ

ムまで） 

１件 ３,０８０円 ― 

備考 備考 

（略） （略） 
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亀山市営住宅条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

１ 市営住宅（借上げによる市営住宅を除く。）の名称、位置等 １ 市営住宅（借上げによる市営住宅を除く。）の名称、位置等 

建設年度 名称 位置 構造 戸数 

昭和３６

年度 

野村住宅 野村三丁目１３番３号    

        及び１４番１

３号 

木造平家 ２ 

（略） 
 

建設年度 名称 位置 構造 戸数 

昭和３６

年度 

野村住宅 野村三丁目１３番３号、１４番２

号、１４番２－１号及び１４番１

３号 

木造平家 ４ 

（略） 
 

別表第３（第５２条関係） 別表第３（第５２条関係） 

市営単独住宅の名称、位置等 市営単独住宅の名称、位置等 

建設年度 名称 位置 構造 戸数 

昭和２５

年度 

若草住宅 関町新所１８４１番地、１８４２

番地、１８４３番地１、１８４６

番地       及び１８４０

番地 

木造平家 ９ 

昭和２５

年度 

城山住宅 関町新所１３９３番地１及び１

３９４番地３ 

木造平家 １２ 

（略） 
 

建設年度 名称 位置 構造 戸数 

昭和２５

年度 

若草住宅 関町新所１８４１番地、１８４２

番地、１８４３番地１、１８４６

番地、１８３９番地及び１８４０

番地 

木造平家 ９ 

昭和２５

年度 

城山住宅 関町新所１３９３番地１及び１

３９４番地３ 

木造平家 １２ 

（略） 
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亀山市火災予防条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章～第３章 （略） 

第４章 避難管理（第５３条―第６２条） 

第４章の２ 屋外催しに係る防火管理（第６２条の２・第６２条の３） 

第１章～第３章 （略） 

第４章 避難管理（第５３条―第６２条） 

第５章・第６章 （略） 

附則 

第５章・第６章 （略） 

附則 

（液体燃料を使用する器具） （液体燃料を使用する器具） 

第２６条 液体燃料を使用する器具の取扱いは、次に掲げる基準によら

なければならない。 

第２６条 液体燃料を使用する器具の取扱いは、次に掲げる基準によら

なければならない。 

（１）～（９）（略） （１）～（９）（略） 

（９）の２ 祭礼、縁日、花火大会、展示会その他の多数の者の集合する

催しに際して使用する場合にあっては、消火器の準備をした上で使用

すること。 

（１０）～（１３） （略） （１０）～（１３） （略） 

２ （略） ２ （略） 

（固体燃料を使用する器具） （固体燃料を使用する器具） 

第２７条 （略） 第２７条 （略） 
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２ 前項に規定するもののほか、固体燃料を使用する器具の取扱いの基

準については、前条第１項第１号から第９号の２までの規定を準用す

る。 

２ 前項に規定するもののほか、固体燃料を使用する器具の取扱いの基

準については、前条第１項第１号から第９号  までの規定を準用す

る。 

（電気を熱源とする器具） （電気を熱源とする器具） 

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

２ 前項に規定するもののほか、電気を熱源とする器具の取扱いの基準

については、第２６条第１項第１号から第７号まで、第９号及び第９

号の２の規定（器具の表面に可燃物が触れた場合に当該可燃物が発火

するおそれのない器具にあっては、同項第２号及び第５号から第７号

までの規定に限る。）を準用する。 

２ 前項に規定するもののほか、電気を熱源とする器具の取扱いの基準

については、第２６条第１項第１号から第７号まで及び第９号   

   の規定（器具の表面に可燃物が触れた場合に当該可燃物が発火

するおそれのない器具にあっては、同項第２号及び第５号から第７号

までの規定に限る。）を準用する。 

（使用に際し火災の発生のおそれのある器具） （使用に際し火災の発生のおそれのある器具） 

第３０条 火消つぼその他の使用に際し火災の発生のおそれのある器具

の取扱いの基準については、第２６条第１項第１号から第７号まで、

第９号及び第９号の２の規定を準用する。 

第３０条 火消つぼその他の使用に際し火災の発生のおそれのある器具

の取扱いの基準については、第２６条第１項第１号から第７号まで及

び第９号      の規定を準用する。 

第４章の２ 屋外催しに係る防火管理  

（指定催しの指定） 

第６２条の２ 消防長は、祭礼、縁日、花火大会その他の多数の者の集合

する屋外での催しのうち、大規模なものとして消防長が別に定める要件

に該当するもので、対象火気器具等（令第５条の２第１項に規定する対

象火気器具等をいう。以下同じ。）の周囲において火災が発生した場合

に人命又は財産に特に重大な被害を与えるおそれがあると認めるもの

を、指定催しとして指定しなければならない。 
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２ 消防長は、前項の規定により指定催しを指定しようとするときは、あ

らかじめ、当該催しを主催する者の意見を聴かなければならない。ただ

し、当該催しを主催する者から指定の求めがあったときは、この限りで

ない。 

３ 消防長は、第１項の規定により指定催しを指定したときは、遅滞なく

その旨を当該指定催しを主催する者に通知するとともに、公示しなけれ

ばならない。 

（屋外催しに係る防火管理） 

第６２条の３ 前条第１項の指定催しを主催する者は、同項の指定を受け

たときは、速やかに防火担当者を定め、当該指定催しを開催する日の１

４日前までに（当該指定催しを開催する日の１４日前の日以後に同項の

指定を受けた場合にあっては、防火担当者を定めた後遅滞なく）次の各

号に掲げる火災予防上必要な業務に関する計画を作成させるとともに、

当該計画に基づく業務を行わせなければならない。 

（１）防火担当者その他火災予防に関する業務の実施体制の確保に関する

こと。 

（２）対象火気器具等の使用及び危険物の取扱いの把握に関すること。 

（３）対象火気器具等を使用し、又は危険物を取り扱う露店、屋台その他

これらに類するもの（第６５条において「露店等」という。）及び客

席の火災予防上安全な配置に関すること。 

（４）対象火気器具等に対する消火準備に関すること。 

（５）火災が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導に関

すること。 
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（６）前各号に掲げるもののほか、火災予防上必要な業務に関すること。 

２ 前条第１項の指定催しを主催する者は、当該指定催しを開催する日の

１４日前までに（当該指定催しを開催する日の１４日前の日以後に同項

の指定を受けた場合にあっては、消防長が定める日までに）、前項の規

定による計画を消防長に提出しなければならない。 

（火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等の届出） （火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等の届出） 

第６５条 次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、その旨を

消防長に届け出なければならない。 

第６５条 次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、その旨を

消防長に届け出なければならない。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６）祭礼、縁日、花火大会、展示会その他の多数の者の集合する催しに

際して行う露店等の開設（対象火気器具等を使用する場合に限る。） 

第６章 罰則 第６章 罰則 

第７０条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に

処する。 

第７０条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に

処する。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４）第６２条の３第２項の規定に違反して、同条第１項に規定する火災

予防上必要な業務に関する計画を提出しなかった者 

第７１条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるもの

を含む。以下この項において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法

人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対しても、同条の刑    を科する。 

第７１条 法人の代表者 

 又は法

人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対しても各本条に係る罰金刑を科する。ただし、法人
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２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代

表者又は管理人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほ

か、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規

定を準用する。 

又は人の代理人、使用人その他の従業者の当該違反行為を防止するた

め、当該業務に対し相当の注意及び監督が尽くされたことの証明があ

ったときは、その法人又は人については、この限りでない。 
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亀山市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表（第 2 条関係）  

退職報償金支給額表 

別表（第 2 条関係）  

退職報償金支給額表 

階級 勤務年数 

5年以上

10年未満 

10年以上

15年未満 

15年以上

20年未満 

20年以上

25年未満 

25年以上

30年未満 

30年以上 

団長 239,000

円 

344,000

円 

459,000

円 

594,000

円 

779,000

円 

979,000

円 

副団長 229,000

円 

329,000

円 

429,000

円 

534,000

円 

709,000

円 

909,000

円 

分団長 219,000

円 

318,000

円 

413,000

円 

513,000

円 

659,000

円 

849,000

円 

副分団長 214,000

円 

303,000

円 

388,000

円 

478,000

円 

624,000

円 

809,000

円 

部長及び班長 204,000

円 

283,000

円 

358,000

円 

438,000

円 

564,000

円 

734,000

円 

団員 200,000

円 

264,000

円 

334,000

円 

409,000

円 

519,000

円 

689,000

円 
 

階級 勤務年数 

5年以上

10年未満 

10年以上

15年未満 

15年以上

20年未満 

20年以上

25年未満 

25年以上

30年未満 

30年以上 

団長 189,000

円 

294,000

円 

409,000

円 

544,000

円 

729,000

円 

929,000

円 

副団長 179,000

円 

279,000

円 

379,000

円 

484,000

円 

659,000

円 

859,000

円 

分団長 169,000

円 

268,000

円 

363,000

円 

463,000

円 

609,000

円 

799,000

円 

副分団長 164,000

円 

253,000

円 

338,000

円 

428,000

円 

574,000

円 

759,000

円 

部長及び班長 154,000

円 

233,000

円 

308,000

円 

388,000

円 

514,000

円 

684,000

円 

団員 144,000

円 

214,000

円 

284,000

円 

359,000

円 

469,000

円 

639,000

円 
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